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第１章 総則

（趣旨）

第１条 この告示は、日向市が推進するシティプロモーションのブランドコンセプトを広く発信し、日

向市の魅力を高めることを目的として、自らが企画提案した公益性の高いシティプロモーションに係

る事業を実施する事業者等に対し、予算の範囲内において日向市シティプロモーション推進事業補助

金（以下「プロモーション補助金」という。）を交付することに関し、補助金等の交付に関する規則（昭

和 46 年日向市規則第８号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものと

する。

（定義）

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(１) 個人事業者 所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）第 229 条に基づき税務署に開業等の届出をして

いる者をいう。

(２) オンライン 映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることがで

きる方法をいう。

(３) ＳＮＳ等 インターネットを利用して不特定多数のユーザーが情報を発信又は相互にコミュニ

ケーションを行うことができる情報伝達媒体をいう。

(４) 市税等 日向市税賦課徴収条例（昭和 30 年日向市条例第 17 号）に規定する市税及び日向市国民

健康保険税条例（昭和 33 年日向市条例第 15号）に規定する国民健康保険税をいう。

(５) 成果物 補助対象事業により作製、製作又は製造された映像、画像、印刷物、記録物、試作品そ

の他の成果物をいう。

（補助対象者）

第３条 プロモーション補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に各号に掲げ

る要件のいずれかに該当するものとする。

(１) 日向市内に事業所を有する個人事業者又は法人



(２) 日向市内に活動拠点を有する団体で、５人以上の者で組織され、かつ、組織の運営に関する規

約、規程等を制定しているもの

２ 補助対象者は、前項の要件に加え、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当するものとする。

(１) 宗教活動又は政治活動を行うものではないこと。

(２) 本人（法人及び団体にあっては、その役員を含む。）が日向市暴力団排除条例（平成 23 年日向市

条例第 23号）第２条第５号に規定する暴力団等でないこと。

(３) 市税等（法人及び団体にあっては、国民健康保険税を除く。）を滞納していないこと。

（補助対象事業）

第４条 プロモーション補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号に

掲げる要件のいずれにも該当する事業とする。ただし、第１号に掲げる要件については、市長が特に

必要と認める場合はこの限りでない。

(１) 日向市内で実施する事業であること。

(２) 日向市のブランドコンセプトを広く発信し、日向市の魅力を高めることが見込まれる事業であ

ること。

(３) 日向市からプロモーション補助金以外の補助若しくは支援を受けていない、又は受ける見込み

がない事業であること。

(４) プロモーション補助金の交付決定の日（以下「交付決定日」という。）以後に実施する事業であ

ること。

(５） 交付決定日が属する会計年度（以下「実施年度」という。）の２月末日までに完了する事業であ

ること。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業については、補助対象事業としない。

(１) 営利を目的とする興行その他これに類する事業

(２) 特定の個人、法人又は団体のみが利益を受ける事業（次条の表に掲げるプロモーションツール

開発支援事業を除く。）

(３) 事業の大部分を他の事業者に委託するなど、補助対象者の主体性が認められない事業

(４) プロモーション補助金の補助対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）の総額が 20 万円

未満の事業

(５) 実施年度以降、継続的な取組が見込まれない事業

(６) 宗教的活動、政治的活動、選挙活動及び公序良俗に反する活動に関わりの深い事業

(７) 成果物を、専ら又は主として特定の個人、法人又は団体の商品、役務、店舗その他の事業活動の

広告宣伝に使用することを目的とする事業（次条の表に掲げるプロモーションツール開発支援事

業を除く。）

（補助金の額等）

第５条 プロモーション補助金の額は、次の表の左欄に掲げる事業区分に応じ、それぞれ同表右欄に定

める額とする。この場合において、補助金の額に 1,000 円未満の端数が生じる場合は、これを切り捨

てるものとする。

事業区分 補助金額

プロモーション

活動推進事業

本市のブランドコンセプトを広く

PRし、シティプロモーションに寄与
する事業

補助対象経費に４分の３を乗じて得た

額。ただし、50 万円を限度とする。



（補助対象経費）

第６条 補助対象経費は、プロモーション活動推進事業にあっては別表第１、プロモーションツール開

発支援事業にあっては別表第２に掲げるとおりとする。ただし、第９条に規定により設置する日向市

シティプロモーション推進事業補助金審査会（以下「審査会」という。）において特に必要と認めた上

で、市長がやむを得ない事由により必要と認める場合は、この限りでない。

２ 補助対象経費は、補助対象事業の実施に直接必要な経費であって、必要最小限のものに限る。

３ 前２項の規定にかかわらず、次に掲げる経費は、補助対象経費としない。

(１) 日向市以外の機関又は制度において補助対象となった経費

(２) 消費税及び地方消費税に相当する租税公課。ただし、事業者が仕入税額控除を受けられないこと

が明らかな場合を除く。

(３) 量産、販売用在庫の確保又は通常の営業活動に要する経費

(４) 証拠書類により支払金額、支払先又は補助対象事業との関連性が確認できない経費

(５) 飲食費、交際費その他社会通念上補助することが適当でないと市長が認める経費

第２章 事業の企画提案

（事業の募集）

第７条 市長は、公募により補助対象事業の企画・提案を募集するものとする。

２ 前項の場合において、市長は、別に募集要項を定めて公表するものとする。

（事業の提案方法）

第８条 補助対象事業の企画・提案を希望する補助対象者（以下「事業提案者」という。）は、次に掲げ

る書類（以下「企画提案書等」という。）を市長に提出しなければならない。

(１) 日向市シティプロモーション推進事業企画提案書（様式第１号）

(２) 事業計画書（様式第２号）

(３) 収支予算書（様式第３号）

(４) 誓約書兼同意書（様式第４号の１又は様式第４号の２）

(５) 市税等の完納を証明する書類

(６) その他市長が必要と認める書類

２ 前項の場合において、第３条第１項第２号に該当する団体は、前項の書類に加え、次に掲げる書類

を添付しなければならない。

(１) 団体概要書（様式第５号）

(２) 団体の運営に関する規約等

(３) 団体の会員名簿

第３章 事業の審査

(審査会の設置等)

第９条 市長は、次に掲げる事項を審議し、及び決定するため、審査会を置く。

(１) 補助対象事業の候補となる事業（以下「補助対象候補事業」という。）の選考基準

プロモーション

ツール開発支援

事業

本市のブランドコンセプトや世界観

を体現した商品の開発や市の公式ロ

ゴ・イラストを活用したオリジナル

グッズの試作及び開発（以下「試作

等」という。）を行う事業

補助対象経費に２分の１を乗じて得た

額。ただし、10 万円を限度とする。



(２) 企画提案書等の審査及び補助対象候補事業の特定

(３) 補助対象候補事業に係る補助対象経費の精査

(４) 補助対象候補事業に係るプロモーション補助金の交付予定額

(５) 補助対象事業の実施後の評価

(６) 前各号に掲げるもののほか、補助対象候補事業の特定に関し市長が必要と認める事項

２ 前項第２号の補助対象候補事業の特定に当たっては、同一会計年度において同一事業提案者につき

１事業に限るものとする。

（審査会の委員等）

第 10条 審査会の委員(以下「委員」という。)は、次に掲げる職にある者をもって充てる。

(１) 経済戦略部長

(２) 経済戦略特命理事

(３) 商工港湾課長

(４) 総合政策課長

(５) 秘書広報課長

２ 審査会に委員長を置き、委員長は経済戦略部長をもって充てる。

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。

４ 審査会の事務を処理するため、ふるさとプロモーション課に事務局を置く。

(審査会の会議)

第 11条 審査会の会議は、書面により行う。

２ 前項の規定にかかわらず、委員長が必要と認めるときは、委員を招集して審査会の会議を行うこと

ができる。

(審査の方法等)

第 12 条 審査会は、第８条の規定により提出された書類により審査を行うものとする。ただし、必要

に応じて対面により、又はオンラインを活用して事業提案者の説明を受け、又は聴取することができ

る。

２ 審査会は、第９条第１項の規定する審議及び決定の結果を市長に報告するものとする。

（補助対象事業等の決定等）

第 13 条 市長は、前条第２項の報告があったときは、その報告結果を尊重し、予算の範囲内において

補助対象事業及び当該補助対象事業に係るプロモーション補助金の交付額を決定するものとする。

２ 市長は、前項の規定により補助対象事業を決定した場合は、当該事業提案者に対し、日向市シティ

プロモーション推進事業決定通知書（様式第６号。以下「決定通知書」という。）により通知するもの

とともに、補助対象事業の内容、プロモーション補助金の交付額、事業提案者の名称その他必要な事

項を公表するものとする。

３ 市長は、補助対象事業とならなかった事業提案者に対し、その旨及びその理由を別に定めるところ

により通知するものとする。

第４章 補助金の交付等

（交付申請）

第 14条 前条第２項の決定通知書を受けた事業提案者（以下「事業実施者」という。）は、プロモーシ

ョン補助金の交付を受けようとするときは、日向市シティプロモーション推進事業補助金交付申請書

（様式第７号。以下「申請書」という。）を市長に提出しなければならない。



（交付決定）

第 15条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、その内容が第 13条第１項の決定内容と異なら

ない限りにおいて、速やかにプロモーション補助金の交付を決定し、日向市シティプロモーション推

進事業補助金交付決定通知書（様式第８号）により事業実施者に通知するものとする。

（プロモーション補助金の交付方法）

第 16条 プロモーション補助金は、概算払により交付する。

（補助対象事業内容の変更等）

第 17 条 事業実施者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに日向市シティプロモーショ

ン推進事業（変更・中止）申請書（様式第９号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。

(１) 補助対象事業の内容（軽微なものを除く。）を変更しようとするとき。

(２) 補助対象事業を中止しようとするとき。

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、承認の可否について日向市シテ

ィプロモーション推進事業（変更・中止）承認（不承認）通知書（様式第 10 号）により事業実施者に

通知するものとする。

（補助対象事業の実績報告）

第 18条 事業実施者は、補助対象事業が完了したときは、当該完了の日（以下「事業完了日」という。）

から起算して30日を経過した日又は交付決定日の属する会計年度の３月20日のいずれか早い期日ま

でに、日向市シティプロモーション推進事業実績報告書（様式第 11 号。以下「実績報告書」という。）

に、次に掲げる書類を添えて市長に報告しなければならない。

(１) 実施結果報告書（様式第 12号）

(２) 収支決算書（様式第 13号）

(３) その他市長が必要と認める書類

（プロモーション補助金の額の確定）

第 19 条 市長は、前条の実績報告書の提出を受けたときは、速やかにその内容を審査し、プロモーシ

ョン補助金の額の確定を行うものとする。この場合において、事業実施者が補助対象事業の実施のた

め支出したとする経費について、その使途、金額、支出先等の事実が領収書等の証拠書類によって明

確に確認できない場合は、当該経費については、第６条の規定にかかわらず、補助対象経費としない。

２ 市長は、前項の規定によりプロモーション補助金の額を確定したときは、日向市シティプロモーシ

ョン推進事業補助金の額の確定通知書（様式第 14号）により当該事業実施者に通知するものとする。

（成果物等の取扱い）

第 20条 事業実施者は、成果物を事業活動の広告宣伝目的以外で、その事業所、店舗、催事会場その他

これらに類する場所において、成果物を放映、上映、掲示、配布その他の方法により利用しようとす

るときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。

２ 前項の場合において、市長は、その利用が第４条第１項第２号に規定する目的に適合し、かつ、特

定の個人、法人又は団体の商品、役務、店舗その他の事業活動の広告宣伝を主たる目的とするもので

ないと認める場合に限り、これを承認するものとする。

３ 第５条の表第２項に掲げる事業に係る事業実施者が開発した商品又は試作等を行ったオリジナル

グッズを商品化し、有料による販売を行う場合は、市長に届け出るものとする。

（交付決定の取消し）

第 21 条 市長は、事業実施者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、プロモーション補助



金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(１) 偽りその他不正な手段によりプロモーション補助金の交付を受けたとき。

(２) 補助対象事業以外の用途に使用したとき。

(３) 第４条第２項第７号の規定に違反して成果物を使用し、又は前条第１項の市長の承認を受けな

いで成果物を利用したとき。

(４) 前３号に定めるもののほか、この告示の規定に違反したとき。

（補助金の返還）

第 22 条 市長は、前の規定によりプロモーション補助金の交付決定を取り消した場合において、当該

取消しに係る部分に関し、既にプロモーション補助金が交付されているときは、別に期限を定めてそ

の返還を命ずるものとする。

２ 市長は、第 19 条の規定によりプロモーション補助金の額を確定した場合において、第 16 条の規定

による概算払の額がプロモーション補助金の確定額を超える場合は、別に期限を定めてその差額の返

還を命ずるものとする。

（評価結果の公表）

第 23条 市長は、補助対象事業が完了したときは、事業完了日の属する会計年度（以下「完了年度」と

いう。）の翌会計年度に当該補助対象事業の評価を行い、その評価結果を日向市ホームページに掲載

することにより公表するものとする。

２ 前項の評価を行うに当たっては、審査会が補助対象事業の実施状況、成果等について、当該事業実

施者の説明及び聴取を行うことができるものとする。

（関係書類の整理等）

第 24 条 事業実施者は、プロモーション補助金に係る収支を明らかにした証拠書類を整理するととも

に、完了年度の翌会計年度から起算して５年間保存しなければならない。

第５章 雑則

（委任）

第 25 条 この告示に定めるもののほか、プロモーション補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別

に定める。

附 則

１ この告示は、公表の日から施行する。

２ この告示は、令和 11 年３月 31 日限り、その効力を失う。



別表第１（第６条関係）

プロモーション活動推進事業に係る補助対象経費

別表第２（第６条関係）

プロモーションツール開発支援事業に係る補助対象経費

科目 補助対象経費 備考

消耗品費 商品の開発又はオリジナルグッズの試作等

に要する事務用品等の購入に要する費用

１ 交付決定日前に購入している販

売等に係る消耗品は、対象外とす

る。

２ 複数年度にわたり使用し得るも

のについては、交付決定年度内に

使用する分に限る。

印刷製本費 商品の開発又はオリジナルグッズの試作等

のための資料、ラベル、シール、パッケージ

等の作成、印刷に要する費用

使用料・賃借料 商品の開発又はオリジナルグッズの試作等 １ 交付決定日前から賃貸借契約を

締結しているものは、対象外とす

科目 補助対象経費 備考

報償費 出演者等への謝金

交通費 出演者等の旅費

消耗品費
事務用品、材料、道具等の購入又は資料の

作成に要する費用

１ プロモーション補助金の交付の日

（以下「交付決定日」という。）前

に購入している販売等に係る消耗品

は、対象外とする。

２ 複数年度にわたり使用し得るもの

については、交付決定日の属する年

度内（以下「交付決定年度内」とい

う。）に使用する分に限る。

印刷製本費

チラシ、ポスター、資料、ラベル、シー

ル、パッケージ等の作成、印刷に要する費

用

通信費 郵便料等

広告費
ＳＮＳ等の広告出稿料その他補助対象事業

の周知に要する費用

補助対象事業の成果の周知に直接

必要なものに限る。

使用料・賃借料
会場使用料、機材・物品の賃貸借に要する

費用等

１ 交付決定日前から賃貸借契約を締

結しているものは、対象外とする。

２ 複数年度契約の場合は、交付決定

日年度内に係る分に限る。

委託料
専門的知識、技術等を要する業務の委託に

要する費用

１ 補助対象事業の全部又は大部分を

委託するものその他補助対象者の主

体性が認められないものは、対象外

とする。

２ 調査、分析、デザイン、試験加工

その他専門的業務に係るものを対象

とする。



のために使用する機材・物品の賃貸借に要

する費用等

る。

２ 複数年度契約の場合は、交付決

定日年度内に係る分に限る。

委託料 商品の開発又はオリジナルグッズの試作等

のために必要な専門的知識、技術等を要す

る業務の委託に要する費用

１ 補助対象事業の全部又は大部分

を委託するものその他補助対象者

の主体性が認められないものは、

対象外とする。

２ 調査、分析、デザイン、試験加工

その他専門的業務に係るものを対

象とする。

原材料費 商品の開発又はオリジナルグッズの試作等

に要する原材料の購入に要する費用

事業完了後も反復継続して販売す

ることを前提とした原材料の購入

は、対象外とする。



様式第１号(第８条関係)

年度 日向市シティプロモーション推進事業企画提案書

記入欄が足りない場合は、適宜追加してください。

事業の種類
□ プロモーション活動推進事業

□ プロモーションツール開発支援事業

事業提案団体の名称

事業提案団体の所在地

〒

電話番号

代表者の氏名

代表者の住所

〒

電話番号

連絡責任者の氏名 電話番号

事
業
の
概
要

事業名

事業のテーマ

添
付
書
類

□ 事業計画書（様式第２号）

□ 収支予算書（様式第３号）

□ 誓約書兼同意書（様式第４号の１又は様式第４号の２）

□ 事業提案団体概要書（様式第５号）

□ 事業提案団体の運営に関する規約等

□ 事業提案団体の会員名簿等

□ その他

補助金申請額 円

上記のとおり、まちづくり事業を提案しますので、日向市シティプロモーション推進事業補助

金の交付対象として採択くださるよう申請します。

年 月 日

団体名

代表者氏名 （※）

(※)代表者が自署しない場合は、記名押印してください。

日向市長 様



様式第２号（第８条関係）

事 業 計 画 書

事業提案団体名

記入欄が足りない場合は、適宜追加してください。

事 業 名

提案事業の内容

延べ活動参加者予定数 人

観客・利用者等予定数 人

目 的

効 果

１ 本市のブランド
コンセプトを広く
PR し、シティプロ
モーションに寄与
すること

２ 本市のブランド
コンセプトや世界
観を体現した商品
の開発や市の公式
ロゴ・イラストを
活用したオリジナ
ルグッズの試作・
開発を行うこと

３ その他

提案事業の実施
方法等

場所

期間 年 月 日から 年 月 日まで( 日間)

方法

事業の実施に当
たっての課題又
は懸案事項

前回の事業概要

前回と比較して
増加した事業
又は改善点

これからの事業
展望

２年目

３年目
以降



様式第３号（第８条関係）

収 支 予 算 書

事業提案団体名

提 案 事 業 名

収入の部 （単位：円）

支出の部 （単位：円）

記入欄が足りない場合は、適宜追加してください。
（Ａ）と（Ｂ）の額は、一致させてください。

科 目 金 額 備 考

収入合計（Ａ）

科 目 金 額 備 考

支出合計（Ｂ）



様式第４号の１（第８条関係）

誓約書兼同意書（個人事業者用）

年 月 日

日向市長 様

事業提案者氏名 ○印

生 年 月 日 年 月 日

私は、私が日向市暴力団排除条例第２条第５号に規定する暴力団等に該当しないことを誓約します。

また、日向市暴力団排除条例に基づき、暴力団を利することのないことを確認するため、本書に記載

した個人情報を日向市が警察機関に提供することに同意します。



様式第４号の２（第８条関係）

誓約書兼同意書（法人・団体用）

年 月 日

日向市長 様

住 所

事業者名

代表者氏名 ○印

下記に示す者は、日向市暴力団排除条例第２条第５号の暴力団等ではないことを誓約します。

また、本書の記載事項が事実と相違ないこと、本書を日向市に提出すること及び日向市暴力団排除条

例に基づき、日向市が暴力団を利することのないことを確認するため、本書に記載された個人情報を警

察機関へ提供することについて同意します。

役職名 氏 名
ふりがな

生年月日 同意年月日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日



様式第５号（第８条関係）

団 体 概 要 書

事業提案団体の名称

事業提案団体の所在地
〒

電話番号

代表者の氏名

代表者の住所
〒

電話番号

設立年月日 年 月 日

会員又は構成団体の数
個人 人

団体 団体

設立目的

主な活動

主な活動地域

市補助金の交付状況

有 ・ 無

有の場合 年度交付額 円

年度交付額 円



様式第６号（第 13条関係）

（文書番号）

年 月 日

（事業提案団体名）

（代表者名） 様

日向市長

年度 日向市シティプロモーション推進事業決定通知書

年 月 日付にて貴団体から提出のあった企画提案事業（事業名： ）の審査

結果について、日向市シティプロモーション推進事業補助金交付要綱第 13 条の規定に基づき、下記の

とおり通知いたします。

記

事業の部門

事業提案団体名

提 案 事 業 名

団 体 所 在 地

代 表 者 名

選 考 結 果 補助金内示額 円

採 択 の 条 件

審査会での審査

結果・意見



様式第７号（第 14条関係）

年 月 日

日向市長 様

（※）代表者が手書きしない場合は、記名押印してください。

年度 日向市シティプロモーション推進事業補助金交付申請書

日向市シティプロモーション推進事業補助金交付要綱第 14 条の規定に基づき、 年度日向市シテ

ィプロモーション推進事業補助金として、 円を交付されるよう関係書類を添えて申請

します。

記

添付書類

１ 事業計画書（様式第２号）

２ 収支予算書（様式第３号）

３ その他関係書類

（1）

（2）

（3）

事業実施団体名

住 所

代 表 者 氏 名 （※）



様式第８号（第15条関係）

（文書番号）

年 月 日

様

日向市長

年度 日向市シティプロモーション推進事業補助金交付決定通知書

年 月 日付けで交付申請のありました 年度日向市シティプロモーション推進事業補助金に

ついては、日向市シティプロモーション推進事業補助金交付要綱（以下「補助金交付要綱」という。）第

15条の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので通知します。

記

１ 交 付 決 定 額 円

２ 交付決定の内容 「 」に対する補助

３ 交付決定の条件及び留意事項

(１) 事業に関する物品等は、市内の業者から調達してください。

(２) 補助決定事業を変更し、又は中止しようとするときは、補助金交付要綱第17条に基づき、事業

（変更・中止）申請書（様式第９号）を提出し、その承認を受けてください。

(３) 補助金交付要綱第18条に基づき、補助対象事業が完了したときは、当該事業完了の日（以下「事

業完了日」という。）から起算して30日を経過した日又は交付決定日の属する会計年度の３月20

日のいずれか早い期日までに、実績報告書（様式第11号）、実施結果報告書（様式第12号）、収支

決算書（様式第13号）、写真、領収書、ＰＲチラシ等を添えて報告してください。

(４) 補助金は、原則として概算払により交付します。ただし、その概算払いの額が前号の実績報告

書により確定した補助金の額を超える場合は、補助金交付要綱第21条の規定に基づき、その超え

た額を市長が指定する期日までに返還しなければなりません。

(５) 補助対象事業により作製、製作又は製造された映像、印刷物その他の成果物は、本市のブランド

コンセプトの発信を主たる目的として使用し、特定の個人、法人又は団体の商品、役務、店舗そ

の他の事業活動の広告宣伝を主たる目的として使用してはなりません。

(６) 事業実施者がその事業所、店舗、催事会場その他これらに類する場所において、前号の成果物を

広告宣伝目的以外で放映、上映、掲示、配布その他の方法により利用しようとするときは、あら

かじめ市長の承認を受けてください。

(７) 補助対象事業により試作・開発を行ったオリジナルグッズを商品化し、有料による販売を行う

場合は、市長にその旨を届け出てください。

(８) 前３号に違反したときは、補助金交付要綱第21条の規定により、交付決定の全部又は一部を取

り消すことがあります。



様式第９号（第 17条関係）

年 月 日

日向市長 様

（※）代表者が自署しない場合は、記名押印してください。

年度 日向市シティプロモーション推進事業（変更・中止）申請書

年 月 日付け（文書番号）で交付決定のありました日向市シティプロモーション推進事

業補助金については、下記の理由により当該事業を（変更・中止）したいので、日向市シティプロモ

ーション推進事業補助金交付要綱第 17 条第１項の規定に基づき、承認くださるよう申請します。

記

○変更（中止）の理由

事業実施団体名

住 所

代 表 者 氏 名 (※)



様式第 10号（第 17条関係）

（文書番号）

年 月 日

（事業実施団体名）

（代表者名） 様

日向市長

年度 日向市シティプロモーション推進事業（変更・中止）承認（不承認）通知書

年 月 日付けで（変更・中止）申請がありました日向市シティプロモーション推進事

業補助金については、下記のとおり承認（不承認）しますので、日向市シティプロモーション推進事業

補助金交付要綱第 17 条第２項の規定に基づき、通知します。

記

○承認（不承認）の理由



様式第 11号（第 18条関係）

年度 日向市シティプロモーション推進事業実績報告書

記入欄が足りない場合は、適宜追加してください。

事業の種類
□ プロモーション活動推進事業

□ プロモーションツール開発支援事業

事業実施団体の名称

事業実施団体の所在地
〒

電話番号

代表者の氏名

代表者の住所
〒

電話番号

事
業
実
施
結
果

事業名

場 所

期 間 年 月 日から 年 月 日まで（ 日間）

概 要

添
付
書
類

□ 実績報告書（様式第 11 号）

□ 実施結果報告書（様式第 12 号）

□ 収支決算書（様式第 13 号）

□ 事業実施当日又は試作・開発を行ったグッズ等の写真

□ 領収書（写し）

□ 出納簿及び預金通帳（写し）

□ 事業実施の際のチラシ、レジュメ等

□ その他

上記のとおり、日向市シティプロモーション推進事業を終了したので、関係書類を添付して

報告します。

年 月 日

団体名

代表者氏名 （※）

(※)代表者が自署しない場合は、記名押印してください。

日向市長 様



様式第 12号（第 18条関係）

実 施 結 果 報 告 書

記入欄が足りない場合は、適宜追加してください。

事業名

事業の内容 項 目 当初予定 実 績 増 減

延べ活動参加者予定数 人 人 人

観客・利用者等予定数 人 人 人

増又は減となった理由

事業の効果

１ 本市のブランドコ
ンセプトを広く PR
し、シティプロモー
ションに寄与するこ
と

２ 本市のブランドコ
ンセプトや世界観を
体現した商品の開発
や市の公式ロゴ・イ
ラストを活用したオ
リジナルグッズの試
作・開発を行うこと

総 括

今後の課題

等

その他



様式第 13号（第 18条関係）

収 支 決 算 書

補助決定団体名

提案事業名

収入の部 （単位：円）

支出の部 （単位：円）

記入欄が足りない場合は、適宜追加してください。

科目 予算額 決算額 比較 備考

収入合計

科目 予算額 決算額 比較 備考

支出合計



様式第14号（第19条関係）

（文書番号）

年 月 日

様

日向市長

年度 日向市シティプロモーション推進事業補助金の額の確定通知書

年 月 日付けで提出がありました 年度日向市シティプロモーション推進事業実績報告書（事

業名： ）に基づき審査した結果、下記のとおり補助金の額が確定しましたので、日向市シティプロ

モーション推進事業補助金交付要綱（以下「補助金交付要綱」という。）第19条第２項の規定に基づき通

知します。

記

１ 補助金交付決定額 円

２ 補助金交付確定額 円

３ 減額 円

４ 留 意 事 項

補助金交付要綱第16条による日向市シティプロモーション推進事業補助金の概算払いの額が第２

項の「補助金交付確定額」を超える場合は、同要綱第22条の規定に基づき 年 月 日まで

に返還してください。


